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序     文 
 

東ティモール民主共和国では1999年8月の独立を問う直接投票後の混乱により、多くの住民が避

難を余儀なくされ、教育機関を含む物的インフラの7割以上が破壊・使用不可能となるなど甚大な

被害を被った。東ティモール民主共和国暫定行政統治機構は2000年11月に東ティモール大学を開

校し、国づくりを担うべき技術系人材育成の観点から、インドネシア時代の旧東ティモール・ポ

リテクニックを母体として工学部に電気/電子工学科、機械工学科、土木工学科を設置したが、高

等技術教育体制の整備・運営に係る経験・知識が不足していたため、わが国に支援を要請してき

た。わが国は東ティモール民主共和国の支援要請に応え、2001年より同大学工学部各学科のカリ

キュラムの策定、2003年10月の緊急無償資金協力による施設復旧・機材供与、さらに長期専門家

や短期専門家を通じた工学部の支援を行ってきた。 

これらの協力の成果を踏まえて、独立行政法人国際協力機構（JICA）は教育文化省や同大学等

との綿密な協議を重ね、同大学工学部の強化に不可欠な教官の能力向上を目的とした「東ティモ

ール大学工学部支援プロジェクト」を2006年4月から3年間の予定で開始した。支援開始直後の2006

年5月には同国の騒乱によって現地での活動が停止され、実質的な活動を本邦研修、機材供与等に

限定せざるを得ない状況が続いたが、治安の回復状況を見極めつつ、2006年11月、2007年2月には

二度にわたって運営指導調査団が派遣され、事業再開後の方向性の協議と施設機材の現状確認・

整備、視聴覚教育の一部が試行的に実施された。こうして2007年6月の国会選挙後、治安の状況が

比較的安定したことから、本プロジェクトの本格再開に向けた運営指導調査団を2007年8月に派遣、

約1年間の中断を踏まえて、協力期間を2010年3月まで延長することで東ティモール民主共和国側

と合意がなされた。 

今般、協力期間終了を約半年後に控えて、これまでの同大学工学部における支援活動の進捗と

その成果を確認し、本プロジェクト終了後も同大学工学部が東ティモール民主共和国国内唯一の

公的高等技術教育機関として、同国の国づくりを担う高等技術者を輩出し、また実践的活動を通

じた同国社会への貢献が行われるよう、更なる提言を共有するため、2009年10月に終了時評価調

査を実施した。本報告書はその調査結果を取りまとめたものであり、今後の高等教育分野の事業

への教訓としても広く活用されることを願うものである。 

ここに、調査にご協力いただいた外務省、文部科学省、本邦の支援大学、在東ティモール日本

国大使館など、内外関係者の方々に深い感謝を申し上げる。 

 

平成21年12月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国 名 東ティモール民主共和国 案件名：東ティモール大学工学部支援プロジェクト

分 野 高等技術教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額：2億9,000万円 

所轄部署 人間開発部高等・技術教育課 協力相手先機関：東ティモール国立大学工学部、教

育省 

（R/D） 

2005年3月16日 

2007年8月23日（※） 

（※協力期間延長に係

るR/D） 

日本側協力機関：長岡技術科学大学、埼玉大学、岐

阜大学 

協力期間

（※騒乱

による協

力中断に

よ り 、 1

年 間 延

長） 

2006年4月～2010年3月（4年間）

（※当初計画は2009年3月までの

3年間） 

他の関連協力： 

 インドネシア共和国スラバヤ工科大学 

１－１ 協力の背景と概要 

東ティモール民主共和国（以下、「東ティモール」と記す）では1999年8月の独立を問う直接投

票後の混乱により、多くの住民が避難を余儀なくされ、教育機関施設を含む物的インフラの7割

以上が破壊・使用不可能となるなど甚大な被害を被った。東ティモール暫定行政統治機構は2000

年11月に東ティモール大学（National University of Timor-Leste：UNTL）を開校し、国づくりを担

うべき技術系人材の育成の観点から、工学部に機械工学科、土木工学科、電気・電子工学科を設

置したが、高等技術教育体制の整備・運営に係る経験・知識が不足していたため、わが国に支援

を要請してきた。わが国は同国の支援要請に応え、2001年よりUNTL工学部各学科のカリキュラ

ムの策定、2003年10月の緊急無償資金協力による施設復旧・機材供与、さらに長期・短期専門家

の派遣や長期研修員の受入れを通じた工学部の支援を行ってきた。 

これらの協力の成果を踏まえて、同大学工学部の強化に不可欠な教官の能力向上を目的とした

「東ティモール大学工学部支援プロジェクト」が2006年4月から3年間の予定で開始された。協力

開始直後の2006年5月には同国の騒乱によって現地での活動が停止されたが、2007年6月の国会選

挙後、治安の状況が比較的安定していることから、2007年8月に運営指導調査団を派遣し、活動

は再開された。この間、約1年間の活動の中断期間があったことから、当初設定した3年間の協力

期間を1年間延長し、2010年3月まで延長することで東ティモール側と合意がなされた。 

本プロジェクトでは具体的に、UNTL工学部の教官の基礎的な指導能力が実践的活動によって

向上することを目標に、①教官が東ティモールの工学分野のニーズに合った適切なカリキュラム

とシラバスを作成できるようになること、②教官が基礎的な数学、物理、基礎工学及び実験実施

のために必要な基礎知識を修得すること、③教育の質、教育方法、及び実験資機材を含む指教育

教材が適切な管理体制の下で改善されること、を成果とした協力を行っている。また、本案件の

実施に関しては、長岡技術科学大学、埼玉大学、岐阜大学の3大学がそれぞれ機械工学、土木工

学、電気・電子工学分野での協力にあたっている。 



 

ii 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

東ティモール大学工学部における教育の質が向上する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

東ティモール大学工学部教官の基礎的な指導能力が実践的活動によって向上する。 

 

 （3）成果 

成果1：教官が東ティモールの工学分野のニーズに合った適切なカリキュラムとシラバス

を作成できるようになる。 

成果2：教官が基礎的な数学、物理、基礎工学及び実験実施のために必要な基礎知識を修

得する。 

成果3：指導の質、指導方法、及び実験資機材を含む指導教材が適切な管理体制の下で改

善される。 

 

 （4）投入（評価調査時点） 

日本側： 

専門家派遣 

15.20 MM（チーフアドバイザー）

31.87 MM（業務調整） 

16.37 MM（基礎工学） 

17.48 MM（専門3学科） 

機材供与 約7,600万円 

現地業務費 
約1,751万円 

（1ドル＝100円換算） 
研修員受入

長期7名（※） 

短期9名 

（※長期研修員については、本プロジェクトの直接の投入ではないが、連携して実施され

たものを含む。） 

 

相手国側： 

カウンターパート配置 60名 

カウンターパート負担 プロジェクトオフィスの提供、光熱費や水道費等 

その他（東ティモール政

府による支援） 

工学部への機材供与、電気・電子学科のワークショップ及

び学生寮の修復費用 

   

２．評価調査団員の概要 

調査者 団長・総括 山下 隆男 JICA客員専門員（広島大学教授） 

 高等教育 

（学部運営） 
角田  学 

JICA国際協力専門員（現：エジプト日本科学技術

大学プロジェクト総括） 

 工学教育 

（機械工学） 
田辺 郁男 長岡技術科学大学教授 
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工学教育 

（電気電子工学） 
吉田 弘樹 岐阜大学准教授 

評価企画 布谷 真知子 JICA人間開発部高等・技術教育課 職員 

 

評価分析 坪根 千恵 
グローバルリンクマネジメント株式会社 コンサ

ルタント 

調査期間 2009年10月19日～2009年10月31日（13日間） 評価の種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）成果の達成度 

成果1：教官が東ティモール大学の工学分野のニーズに合った適切なカリキュラムとシラ

バスを作成できるようになる。 

 

成果1の指標は、ある程度達成されている。 

既存のカリキュラムの軽微な修正は工学部教官らにより行われているが、抜本的な改訂

は行われていない。主な理由として、教育省は2007年に作成したナショナルカリキュラム

に沿って教育を行うことを推奨しているが、ナショナルカリキュラムは国際的なスタンダ

ードを採用しているため、現在のUNTLの教官の指導能力と資機材では教育が困難な科目

や内容があるためである。プロジェクト専門家はナショナルカリキュラムとUNTLのカリ

キュラムを整合させるためのアドバイスを行いつつ、工学部各学科と共にディプロマ3

（Diploma 3：D3）及びサルジャナ1（Sarjana 1：S1）レベルの教育目的と教育目標を策定

し、新カリキュラム策定・実施の指針とすることとしている。教官の自己評価によれば、

毎学期シラバスを作成している教官も増えており、シラバス作成の習慣は浸透しつつあ

る。その質については短期専門家が分析中であるため、プロジェクト終了までにフィード

バックされることが望ましい。 

 

成果2：教官が数学、物理、基礎工学における十分な知識及び実践的かつ適切な研究活動

のための必要な技術を習得する。 

 

成果2の指標は、おおむね達成されているが、更なる努力と改善の必要がある。 

本プロジェクトは数学、物理、基礎工学、英語の試験を3回実施し、英語、数学、物理

の理解力に関しては「70％以上の教官が高校レベル」、さらに数学、物理の理解力は「50％

以上の教官がS1レベル」に到達しているという結果が得られた。テスト内容の一貫性やサ

ンプルの制約を補完するために参照された教官の自己評価では、4教科すべてで「70％以

上の教官が高校レベル」、さらに、英語は「50％以上の教官がS1レベル」の理解力を有し

ていると認識されている。加えて工学部長や短期専門家により教官の英語力の伸びが顕著

であること、若手教官の授業の理解や応用力の向上が指摘されていること等から、基礎科

目に関しては、ある程度知識が向上していると判断できる。 

基礎工学科目（カリキュラム上の基礎特別科目）の理解と専門分野の実験方法に関して

は、短期専門家により向上が確認されているが、基礎科目同様、若手教官の伸びが顕著な
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一方、中堅の教官は講義への出席率、理解度ともに比較的低いと指摘された。また、一部

の教官は専門分野の実験スキル向上の必要性を感じていることが確認された。 

上記を総合すると、すべての分野に関しおおむね向上がみられるが、指標に示されるよ

うな明確な割合での達成度を特定するのは困難であり、また、それぞれの知識・能力に関

し、特に上級レベルをめざした更なる能力向上に努める必要がある。特に参照したデータ

の両方において低い評価であった「基礎工学」の知識を更に強化する必要がある。 

 

成果3：指導の質、指導方法、及び実験資機材の使い方を含む指導教材が適切な学部管理

体制の下で改善される。 

 

成果3の指標は、ある程度達成されているが、更なる改善の必要がある。 

学生による授業評価結果では、満足度は平均して中から中の高程度であったが、より分

かりやすい講義を求める学生の声も多く聞かれている。さらに本終了時評価では教官の授

業方法が一方的で学生とのやりとりが少ないなどの課題も確認された。これらから、教官

の教育方法はある程度のレベルに達してはいるが、改善すべき点もあるといえる。 

教官の自己評価によると、講義ノート及び実験指導書を作成している教官の割合は増加

している。一方で、作成された講義ノートの質のレビューは統一して実施されておらず、

プロジェクト終了までにレビューをし、教官にフィードバックされる予定である。 

機材のメンテナンス記録表はプロジェクトにより開発され、100万円以上の機材に関し

ては各学科によってメンテナンス記録が残され、破損等の発見が適宜なされている。 

参考図書のリストは現在のところ開発されていないが、教官の自己評価によると68％以

上の教官が各科目で3冊以上の参考図書を紹介していると報告している。 

「適切な学部管理体制」の整備にあたり、各学科の組織図とすべての科目と教官の配置

を示した表が作成され、学部管理体制整備のため定例の学部・学科会議を月に2回開催す

ることとし、実施されている。 

 

 （2）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：東ティモール大学の工学部教官の基礎的な指導能力が実践的活動によ

って向上する。 

 

プロジェクト目標の指標は、教官の基礎的な知識・技術の向上はプロジェクト終了時ま

でにおおむね達成することが見込まれるが、指導能力において更なる向上が望まれる。 

前述のとおり教官の基礎科目に関する知識及び実験手法の技術はおおむね向上してい

る。教官とのインタビューでも、本プロジェクトにより能力が向上したと実感しているこ

とが確認された。特に能力が向上したと認識されているのは、機材の使用方法、機材を使

用した教育方法、シラバスの作成方法等である。自己評価では、7割近い教官が自己の教

育法がかなり向上したと評価する一方で、より分かりやすい講義を行う努力、学生と教官

の双方向のコミュニケーションを増やす点などにおいては、更なる改善が望まれる。 
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 （3）上位目標達成の見込み 

上位目標：東ティモール大学工学部における教育の質が向上する。 

現時点では、上位目標の達成を確約するに十分な教育の質の向上はみられていない。 

ナショナルカリキュラムはおおむね東ティモールのニーズを反映していると認識され

ているが、現時点においては、教官の数や能力の不足、あるいは機材の不足により、ナシ

ョナルカリキュラムを完全には踏襲することが困難な状況である。 

他方で、施設・設備の状況は改善されつつあり、ワークショップや寮が東ティモール側

の予算によって修復され、機材もいくつか東ティモール側より供与されている。今後もこ

うした改善が順調にみられれば、上位目標の達成が見込まれる。 

 

３－２ 評価5項目の評価結果 

 （1）妥当性：高い 

1）東ティモール側ニーズとの整合性 

東ティモールは2000年11月にUNTLを開校し工学部を設置したが、高等技術教育体制の整

備・運営に係る経験・知識が不足しており、教官の1/3程度は中等教育レベルの数学や物理、

英語の能力も身に付いておらず、指導計画に基づいて授業を行う指導力も望めない状況に

あった。これらのことから、UNTL工学部教官の能力強化をめざした本プロジェクトは東テ

ィモールのニーズに合致していた。 

さらに、2006年5月の国内の騒乱後のUNTLを取り巻く状況の悪化にかんがみ、騒乱後の

東ティモールのニーズに沿うよう実践的活動に重点を置いてプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix：PDM）を修正し、2007年8月に協力を再開していること

から、協力内容もニーズに応じたものと判断できる。 

 

2）東ティモール及び日本の政策との整合性 

プロジェクト開始当初東ティモールの開発計画であった「セクター投資計画」は、教育

セクターを最重要セクターのひとつとし、技術・職業訓練及び高等教育を長期戦略のひと

つと位置づけていた。現政府においては、2009年の「国家優先課題」のひとつが人材育成

である。さらに、2007年から2012年の国家教育政策によると、高等技術教育及び大学教育

が政策目標のひとつと位置づけられている。これらのことから、本プロジェクトは東ティ

モールの政策に沿っているといえる。 

また、日本の政策との整合性も高い。日本の対東ティモール支援は東ティモール国内の

インフラの整備を最重要課題のひとつと位置づけており、本プロジェクトは同国のインフ

ラの整備及び管理を担う人材の育成を目的としている。 

 

 （2）有効性：やや高い 

プロジェクト目標はある程度達成されているが、教官の更なる能力の開発が期待される。

本プロジェクトにおいて、特に能力向上に有効であるとして教官達から評価が高かった活動

は、新しい機材の供与と使用法の指導、スラバヤ工科大学（Institut Teknologi Sepuluh 

Nopember：ITS）との連携、実践的研究活動の導入である。ITSの教官による集中講義に関
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しては、英語で理論を理解することが困難な教官が少なくないため、理論をインドネシア語

で補完するコースを提供したことが功を奏した。 

成果のプロジェクト目標達成の貢献度に関しては、成果2が最もプロジェクト目標の達成

に貢献しているが、成果1と3の貢献度はあまり顕著ではない。これは成果1と3は教官の能力

向上に直接かかわる部分でないことによるが、プロジェクト効果の継続、及び上位目標達成

を視野に入れると重要な成果であるため、プロジェクトの残り期間で更に強化されるべき部

分である。 

 

 （3）効率性：やや低い 

UNTLとITSが覚書（Memorandom of Understanding：MOU）を結び実施されたITS教官によ

る集中講義はインドネシア語でコースを行うことにより多くの教官に裨益し、日本の専門家

派遣や第三国専門家派遣よりも費用が抑えられた。 

また、JICAが協力をする他のプロジェクトとも連携し、実際の現場を利用したフィールド

ワークや、もみまき機の試作が行われた。 

東ティモール側の投入である学内のインフラ設備に関しては、電力供給や、通信回線の接

続等が不安定であることが、プロジェクト成果に負の影響をもたらしている。 

機材供与に関しては、一部の機材で供与が遅れたことに加えて、使用頻度の低さや、教官

による使用法の習得・指導が困難なもの、機材の欠損等の課題がみられ、効率性を低下させ

た。現在は、供与された機材の欠損等は改善され、機材の使用法に係る教官の技術習得に向

けた改善がなされている。 

工学部教官のなかには、上位学位修得のための国外留学、東ティモール政府によるポルト

ガル語公用語化政策によるポルトガル語の習得、副業などのために、短期専門家による訓

練・集中講義に参加することができず、機材の使用法を完全には習得できない事例も少なく

なかった。 

日本側の投入のひとつである9名の短期本邦研修に関しては、個々の研修員（教官）に対

する研修効果はみられるが、帰国後に研修員によって実施された研修報告会（他の教官に研

修の成果を共有する場）では想定していたほどに技術移転効果がみられていない。よって、

何らかの形で他の教官に技術を移転するための集中講義などを行い、技術移転を確実にする

活動があれば、本投入をより効率的に活用できたと考えられる。 

 

 （4）インパクト：中程度 

上位目標の達成の確かな兆しは現時点ではまだみられていないが、正のインパクトは発現

している。プロジェクトの活動によりUNTLと産業界との連携が強まり、いくつかの企業が

UNTLからインターンの学生を受け入れ始めている。また、工学部とこれらの企業は卒業生

に望むスキルやレベルなどについて意見交換を始めており、今後カリキュラム作成や卒業生

の雇用の増加に望ましい影響を与えると考えられる。また大学の創立記念日には、一般市民

を招いたオープンフォーラムを実施しており、広く工学教育の重要性の認知につながると期

待されている。 
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 （5）自立発展性：中程度 

1）政策的及び財政的自立発展性 

2007年から2012年の国家教育政策によれば、高等技術教育への政策的支援は継続される

であろう。東ティモール政府のUNTLへの予算は2008年から配賦されるようになり、2010

年より大学の自治が認められ、予算も125％増の予定であるため、財政的自立発展性も高ま

ることが期待されている。 

 

2）組織面及び能力開発における自立発展性 

UNTL側はITSとの連携を継続することにより教官の能力開発を実施していくことは可能

である。一方で、機材のメンテナンス記録、シラバスや講義ノート作成、学期末ごとの授

業評価実施などの学部改善のシステムを大学自身で継続して運用していけるよう、プロジ

ェクト残りの期間で根付かせることが課題である。また、大学の学務・事務体制を整備す

ることも重要である。 

教官の能力に関しては、今後も本プロジェクトで供与した教材を各教官が復習するなど

して、能力を維持、向上させていくことが必要である。 

集中講義に参加している一部の教官のモチベーションは確実に高まっており、一部の研

究活動は教官らにより提案され、日本人専門家によるアドバイスを受けつつ、主体的に実

施されている。 

 

3）人員面における自立発展性 

2010年以降、現在留学中の教官が学位を取得してUNTLに戻ってくれば人員不足は解決さ

れると思われるが、これらの教官が帰国後UNTL教官として教授活動を継続するよう、

UNTL側の対策が求められる。 

 

4）機材管理面での自立発展性 

現在、機材の故障時の対応についてはJICAプロジェクトチームに頼っている部分がある

ため、プロジェクト期間終了までにUNTL教官が機材のメンテナンスを確実に行うことがで

きるようになることが重要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画・内容に関すること 

 理論、実戦（実習）、フィールドワーク等の多様なアプローチを取り入れた（教官に対す

る）知識・能力開発トレーニング 

 （英語の苦手な教官へのトレーニングを補う）スラバヤ工科大学（ITS）との連携 

 東ティモール政府による機材供与 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

 工学部幹部の交代やプロジェクトの定例会開催によるコミュニケーションの円滑化 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画・内容に関すること 

 一部教官の副業や留学による学内不在 

 学術言語（英語）と指導言語（インドネシア語）の不一致 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

 東ティモール国内の騒乱による施設・機材の破損と、教官・学生の避難生活 

 インフラ設備や交通手段の未発達 

 

３－５ 結論 

3つの成果、プロジェクト目標、上位目標の達成度について分析・評価した結果、それぞれの

成果は着実に確認されつつあるが、依然として改善すべき点も確認された。 

5段階評価に関しては、妥当性は高く、プロジェクトアプローチの有効性もある程度確認され

ている。プロジェクト終了に向けて、更なる効率性、インパクト、自立発展性の向上に焦点を置

き、機材の有効活用、上位目標達成のための下地づくり、プロジェクト効果の持続及び更なる発

展を目的とした工学部内のシステム確立に力を注ぐ必要がある。 

特に、上位目標の達成に向けては、本協力で対象としてきた工学部教官の指導能力強化に加え

て、工学部の組織・運営体制の強化に向けた取り組みも検討していかなければならない。 

 

３－６ 提言（プロジェクト終了時点までに取り組まれるべき課題） 

上記の評価結果を踏まえて、UNTL工学部へ以下の提言を行った。 

 

 （1）機材のメンテナンス計画の作成 

管理担当者の配置、維持管理の訓練、マニュアル整備、維持管理予算計画の立案など。 

 

 （2）カリキュラムに関する継続的なアドバイス 

現行カリキュラムとナショナルカリキュラムとの整合性を考慮したカリキュラムの見直

し、シラバス作成などの継続的な支援。 

 

 （3）授業評価、シラバス、講義ノート、実験指導書に関するフィードバックの実施 

これまでの授業評価結果の各教官へのフィードバックとその結果に基づいた指導の実施、

プロジェクト終了後の継続的な教育方法改善に向けた体制の検討。 

 

 （4）セミナーの開催 

プロジェクト終了時までにプロジェクト成果の確認、及びプロジェクト成果等を広く共有

するためにセミナーの開催。 

 

 （5）教材の文書化 

教官の継続的な能力向上を促進のためのトレーニングなどで使用した供与教材の科目ご



 

ix 

 
との取りまとめと文書化。 

 

３－７ 教訓 

（1）インドネシア・スラバヤ工科大学（ITS）との連携 

東ティモールでは日常的にインドネシア語が使用され、インドネシア共和国（以下、「イン

ドネシア」と記す）からの距離も近いため、ITSとの連携が、UNTL工学部教官の研究面での

理解を促進した。 

同様に、JICAが支援をする域内の大学間で互いに協力関係を築くことによって、プロジェ

クトのみでは行き届かないフォローが行われることが期待される。 

 

 （2）プロジェクトカウンターパート（Counter Part：C/P）の参加促進 

本件の実施において制約要因であった、工学部教官の留学や副業による学内不在について

は、現地の実情を十分理解したうえで、大学全体での計画的な教官の留学措置、政府による

教職員の待遇改善と、留学や副業等でプロジェクトのトレーニング活動に参加できなかった

教官が別途自主学習で知識・技術を補うことができるような教材を残すことが有用だと思わ

れる。 

 

 （3）プロジェクト協力期間の設定について 

上述のとおり、教官の能力強化のためには、まず工学部教官の留学が不可避であり、その

間にプロジェクトの活動に参加することのできるC/Pが限定された一方で、彼らが留学から

帰国した際には教育・研究活動を牽引していくことが期待される。また、大学教官の給与水

準に関しても制度上の改善が検討されていることを本調査期間中に確認でき、今後プロジェ

クトを取り巻く環境が改善されれば、本プロジェクトによる成果の発現が期待できる。こう

した事情を勘案すれば、プロジェクトの実施期間中において、当国の政策・制度の進捗も勘

案しながら、成果の達成に必要な協力期間を適宜見直していくことも重要であると思われ

る。 

 



 

－1－ 

第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 １－１－１ 経緯 

「東ティモール大学工学部支援プロジェクト」は2006年4月から3年間の予定で開始されたが、

協力開始直後の2006年5月には同国の騒乱によって現地での活動が停止され、実質的な活動を本

邦研修、機材供与等に限定せざるを得ない状況が続いた。治安の回復状況を見極めるために2006

年11月、2007年2月に運営指導調査団を派遣、事業再開後の方向性について協議をしながら、施

設機材の現状確認と整備、及び一部の視聴覚教育を試行した。2007年6月の国会選挙後、治安の

状況が比較的安定したことを受けて、同年8月運営指導調査団を派遣、東ティモール側の合意の

下で、協力期間を1年延長（2010年3月まで）することとし、プロジェクトの活動を本格的に再

開した。 

本プロジェクトでは、東ティモール大学（UNTL）工学部の教官の基礎的な指導能力が実践的

活動によって向上することを目標に、①教官が東ティモールの工学分野のニーズに合った適切

なカリキュラムとシラバスを作成できるようになること、②教官が基礎的な数学、物理、基礎

工学及び実験実施のために必要な基礎知識を修得すること、③教育の質、教育方法、及び実験

資機材を含む教育教材が適切な管理体制の下で改善されること、を成果とした協力を行ってい

る。また、本案件の実施に関しては、長岡技術科学大学、埼玉大学、岐阜大学の3大学がそれぞ

れ機械工学、土木工学、電気・電子工学分野での協力にあたっている。 

今般、協力期間終了を約半年後に控えて、これまでの同大学工学部における活動の進捗とそ

の成果を確認し、本プロジェクト終了後も同大学工学部が東ティモール国内唯一の公的高等技

術教育機関として、同国の国づくりを担う高等技術者を輩出し、また実践的活動を通じた地域

社会への貢献が行われるよう、更なる提言を共有することを目的として、2009年10月に終了時

評価調査を実施した。 

 

 １－１－２ 終了時評価の目的 

（1）現在までのプロジェクトの進捗と目標の達成見込み、課題、改善点を確認し、プロジェ

クト終了に向けて、日本－東ティモール双方が取り組むべき事項について、カウンターパ

ートと共有すること。 

（2）他の高等教育案件に活用可能な教訓を得ること。 

 

１－２ 調査団構成 

 調査団の構成は以下のとおり。 

No 担当分野 氏 名 所  属 

1 団長・総括 山下 隆男 JICA客員専門員（広島大学教授） 

2 高等教育（学部運営） 角田  学 

JICA国際協力専門員 

（現：エジプト日本科学技術大学プロジェクト総

括） 

3 工学教育（機械工学） 田辺 郁男 長岡技術科学大学 教授 
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4 工学教育（電気電子工学） 吉田 弘樹 岐阜大学 准教授 

5 評価企画 布谷 真知子 JICA 人間開発部高等・技術教育課 職員 

6 評価分析 坪根 千恵 
グローバルリンクマネジメント株式会社 コンサ

ルタント 

 

１－３ 調査日程 

 調査期間：2009年10月19日（日）～同10月31日（金）（13日間） 

 日付 活動 

1. 10/20（火） 13：15 ディリ到着 

15：30 JICA東ティモール事務所訪問 

2. 10/21（水）  9：00 UNTL学内視察 

14：00 日本人専門家へのインタビュー 

3. 10/22（木） UNTL教官へのインタビュー 

4. 10/23（金） （午前）UNTL教官へのインタビュー 

（午後）企業・省庁へのインタビュー 

5.6. 10/24-25 

（土～日） 

インタビュー結果の取りまとめ 

団内協議 

7. 10/26（月）  9：00 JICA東ティモール事務所協議 

10：00 教育省大臣表敬 

11：00 在東ティモール日本大使館（北原大使）表敬 

15：00 UNTL副学長表敬 

8. 10/27（火）  9：30 スタッフ会議（Joint Evaluation Matrixに係る協議） 

9. 10/28（水） （午前）模擬授業実施 

（午後）学生へのインタビュー 

10. 10/29（木）  9：00 評価ワークショップ 

（午後）M/M協議 

11. 10/30（金）  9：00 JCC/ラップアップミーティング（於：ホテルティモール） 

（参加者）教育省副大臣、UNTL学長、工学部教官 

12：00 M/M署名式 

15：00 JICA東ティモール事務所への報告 

16：00 在東ティモール日本大使館への報告 

12. 10/31（土） ディリ発 

 

１－４ 主要面談者 

調査団は、東ティモール大学（UNTL）、教育省大臣、在東ティモール日本大使館、JICA東ティ

モール事務所、インフラ省等を訪問し、面談を行った。主要な面談者は〔付属資料1. Annex.3〕の

とおり。 
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１－５ 終了時評価の方法 

終了時評価は、プロジェクト終了の半年前において、プロジェクトの実績と実施プロセスを把

握し、評価5項目の観点から評価を行い、プロジェクト終了後もカウンターパートがその成果を持

続・発展させるための提言を行うこと、さらに類似案件に対する教訓を得ることを目的とする。 

本プロジェクトの終了時評価では、JICAと東ティモール教育省及びUNTLとの間で2007年8月23

日付1で合意された討議議事録（Record of Discussion：R/D）に添付されたプロジェクトの運営管

理のためのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を本プロジェ

クトの基本的な計画とし、その実績や実施プロセスについて検証した。 

また、先方関係者の「オーナーシップ」を重視し、UNTL工学部の教官が可能な限り主体的に協

議に参加し、プロジェクトの枠組みや進捗状況、その課題などをプロジェクト関係者の間で広く

共有されるよう留意した。 

評価分析に用いられた評価5項目の観点は以下（表１－１）のとおりである。 

 

表１－１ 評価5項目 

評価項目 評価の視点 

妥当性 

（Relevance） 

国の開発課題や政策に基づいて設定されたプロジェクト目標及び上位目

標との整合性、受益者のニーズとの合致度、プロジェクトの計画の論理的

整合性を検証する。 

有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクトの成果と目標の達成度を検証し、社会や受益者に対するプロ

ジェクトの効果・貢献度を分析する。 

効率性 

（Efficiency） 

投入が成果にどのように、どれだけ転換されたか、投入された資源の質、

量、手段、方法、時期の適切度の観点からプロジェクトの実施過程におけ

る効率性を検証する。 

インパクト 

（Impact） 

プロジェクトがもたらす上位目標の達成見込み、その他への波及効果を評

価すると同時に、プロジェクトによって生じた正負の影響を検証する。 

自立発展性 

（Sustainability） 

プロジェクト終了後もプロジェクト実施による効果・便益が持続されるか

否かの見通しをマネジメント的、財務的、組織的観点から検証する。 

 

さらに本案件については、他の高等教育案件に共通する下記の事項について教訓の抽出と提言

を行った。 

① 他大学との協力・連携について〔インドネシア・スラバヤ工科大学（ITS）等との連携の効

果〕 

② カウンターパートのプロジェクトへの参加促進について 

③ プロジェクトの期間の設定について 

 

 １－５－１ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

  （1）主な調査項目 

主な調査項目は、本終了時評価の枠組として「プロジェクト実績・実施プロセス」と「5

                                                        
1 本件のR/Dはプロジェクト開始当初､2005年3月16日付で合意されたが､その後､2006年の騒乱によってプロジェクトが一時中

断したため､2007年8月23日にプロジェクトの再開及び協力期間延長のためのR/Dが締結された｡ 
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項目評価」を設定し、それぞれの評価グリッドを作成した。評価グリッドの設問では、終

了時評価の目的を考慮して、①評価設問、②判断基準・方法、③データ・情報源、④デー

タ収集方法、を示した（評価グリッドの詳細は、［付属資料5.］を参照）。 

 

  （2）情報・データ収集方法 

情報・データ収集方法については、表１－２に示したとおりである。 

 

表１－２ 情報・データ収集方法の目的と主な情報源 

情報・データ 

収集方法 
目  的 主な情報源 

資料調査 

プロジェクトの実績に関連する

資料のレビュー、5項目評価の根

拠となる情報・データの収集 

・業務実施報告書 

・月次報告 

・業務計画書 

・Progress Report 

・プロジェクトによる実績取りまとめ結果等

インタビュー 

プロジェクト実績、プロセスと

進捗状況の確認、評価5項目に関

する評価設問に関する関係者の

意見などの収集 

・産業界（現地企業、省庁） 

・日本人専門家 

・UNTL教官（副学長、工学部長、機械工学科、

土木工学科、電気・電子工学科） 

・UNTL学生（土木工学科） 

・インフラ研究開発局長、現地企業 

評価ワークシ

ョップ（2日間） 

【1日目】 プロジェクトの評価

に対する理解を促し、関係者と

して共にプロジェクトの目標と

達成度、課題について検討する

こと 

【2日目】 プロジェクトの評価

結果の共有と意見交換を通じた

共通認識の醸成 

・UNTL教官（工学部長、機械工学科、土木工

学科、電気・電子工学科） 

模擬授業（オー

プンクラス） 

教官の指導法の改善状況の把握

教官同士による課題の抽出と認

識 

・UNTL教官（機械工学科、土木工学科、電気・

電子工学科） 

・UNTL学生（土木工学、電気電子工学） 

 

 １－５－２ 調査・評価上の制約と留意点 

本終了時評価にあたっての制約と留意点は以下のとおり。 

東ティモールでは、従来の学年度（10月～9月）を暦年（1月～12月）と合わせるために、調

査期間中（2009年10月）はすべて講義が休講となっていた。このため、インタビューや模擬授

業に参加することのできた学生の数は極めて限定され、教官の教育方法や授業に対する満足度

等に対する客観的な評価についてのヒアリングが十分に行われなかった。 
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第２章 プロジェクト概要 
 

２－１ プロジェクトの実施体制 

 ２－１－１ 東ティモール側 

東ティモール側の実施機関は、東ティモール大学工学部（Faculty of Engineering, National 

University of Timor-Leste：UNTL-FE）である。同大学は東ティモール暫定行政統治機構によって

2000年11月に開校し、工学部はインドネシア時代の旧東ティモール・ポリテクニックを母体と

して機械工学科、土木工学科、電気・電子工学科を設置した2。東ティモール国内唯一の公的高

等技術教育機関であり、工学系高等教育機関としては最高学府でもある。プロジェクトで対象

となった3学科の教官数は約60名である。 

 

 ２－１－２ 日本側 

本プロジェクトは国内支援大学として長岡技術科学大学、埼玉大学、岐阜大学がそれぞれ、

機械工学科、土木工学科、電気・電子工学科の支援を行い、さらに基礎工学分野における専門

家と、業務調整員が派遣されている。国内支援大学はそれぞれの学科の短期専門家の派遣に加

えて、UNTL大学工学部から短期・長期研修員の受入先ともなっている。 

 

２－２ プロジェクトの計画概要と基本構造 

 ２－２－１ プロジェクトの計画概要 

R/Dで合意されたPDMの内容は以下のとおり。 

 

  （1）上位目標 

東ティモール大学工学部における教育の質が向上する。 

 

  （2）プロジェクト目標 

東ティモール大学工学部教官の基礎的な指導能力が実践的活動によって向上する。 

 

  （3）成果 

成果1：教官が東ティモールの工学分野のニーズに合った適切なカリキュラムとシラバス

を作成できるようになる。 

成果2：教官が数学、物理、基礎工学における十分な知識及び実践的かつ適切な研究活動

のための必要な技術を修得する。 

成果3：指導の質、指導方法、及び実験資機材を含む指導教材が適切な管理体制の下で改

善される。 

 

 ２－２－２ プロジェクトの基本構造 

本プロジェクトの協力のイメージ図は以下に示すとおりである（図２－１参照）。 

                                                        
2 現在は、工学部は前述の土木工学科、機械工学科、電気電子工学科に加えて、情報工学科を加えた4つの学科から構成されて

いる。 
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本プロジェクトでは、特に復興期にある東ティモールの国づくりに貢献するために、より実

践的な活動を重視することが東ティモール側、日本側双方から提案されたことを踏まえて、数

学、英語、物理、基礎工学、専門科目の知識習得に加えて、実際に手を動かして目の前の機材

を活用する実習を行うこととした。こうした活動は、教官の学ぶ意欲の向上につながるばかり

でなく、実社会で貢献することのできる実践的な技術者の養成にもなることが期待された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ プロジェクトの基本構造 

 

２－３ PDMの変遷 

 本プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は2007年8月に一度改訂され

ている。この改訂は、2006年5月の東ティモールの騒乱によりプロジェクトが中断されたあと、2007

年8月のプロジェクト再開に伴い運営指導調査団が派遣され、騒乱後の東ティモールとUNTLの状

況並びに協力期間の延長を考慮に入れ、協力内容の見直しと絞り込みが行われた結果である。主

な変更点は、「実践的活動を通じて」という文が各所に加えられ強調されたこと、成果2の指標の

ほとんどが上方修正されたこと、成果4とそれに伴う活動が削除されたこと、トレーニングコース

の指導内容及びそれに関する指標に英語と基礎工学が新たな科目として加えられたこと、活動が

まとめられたこと（例：活動1-1と1-2に分かれていた活動が1-1にまとめられた等）、である。主要

な変更点を以下の表2-1にまとめた。 
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表２－１ PDMの変遷 

変更前 変更後 

プロジェクト目標 

工学部教官の基礎的な指導能力が向上する。 東ティモール大学の工学部教官の基礎的な指

導能力が実践的活動によって向上する。 

成果2 

教官が基礎的な数学、物理、基礎工学及び実

験実施のために必要な基礎知識を修得する。 

 

教官が数学、物理、基礎工学における十分な

知識及び実践的かつ適切な研究活動のための

必要な技術を習得する。 

成果2指標 

2-1 65％以上の教官が高校レベルの数学と物

理を理解する。 

2-1 70％以上の教官が高校レベルの数学、物

理、英語、基礎工学を理解する。 

2-2 50％以上の教官がD3レベルの数学と物理

を理解する。 

2-2 50％以上の教官がS1レベルの数学、物理、

英語、基礎工学を理解する。 

2-3 機械学科においては60％以上、土木学科に

おいては50％以上、電気・電子工学科にお

いては50％以上の教官が基礎工学科目を

理解する。 

2-3 50％以上の教官が基礎工学科目を理解す

る。 

 

 

2-4 80％以上の教官が自身の専門分野の実験

を効果的に実施できるようになる。 

2-4 90％以上の教官が自身の専門分野の実験

を効果的に実施できるようになる。 

成果3指標 

なし 3-4 参考図書のリストが開発される。 

成果4 

将来の工学部において中心人物となる教官

が、東ティモール大学外で学位を取得する。 
削除 

活動 

1-1 カリキュラム及びシラバス改訂のための

タスクフォース・グループを結成する。 

1-2 国内の工学分野における社会ニーズを把

握するため、関係情報の収集、分析を行う。

1-1 既存するカリキュラムとシラバスを参照

し、タスクフォースを設置し、関係情報の

収集、分析を行い、東ティモール国内の工

学分野における社会ニーズを把握する。 

2-1 教官の工学分野における知識と技術のレ

ベルを把握するために試験を実施する。 

2-2 トレーニング・コースの内容を決定する。

2-1 研修の内容を決定するために、教官の工学

分野における現状の知識と技術のレベル

を把握する。 

2-3 トレーニング・コースの参加者を決定す

る。 

2-4 トレーニング・コースに参加する教官の講

義スケジュールを調整する。 

2-2 研修の参加者を決定し、講義スケジュール

を修正する。 
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2-5 基礎数学、基礎物理について指導を行う。

 

2-3 基礎教育、工学教育と基礎とアドバンスレ

ベルの物理について指導を行う。 

2-7 実験内容・方法について指導を行う。 

 

 

2-5 実践的活動を通じて実験の指導を行う（工

学の知識や技術を用いて学部の施設を改

善する）。 

3-2-1 現在利用されている講義用の参考図書

と実験指導書をレビューする。 

3-2-2 講義ノート及び実験指導書の内容につ

いて討議し、内容を決定する。 

3-2-1 現在利用されている講義用の参考図書

と実験指導書をレビューし、講義ノート

及び実験指導書の内容について討議し、

内容を決定する。 

3-3-2 適切な実験用資機材の使用方法、メイン

テナンス方法について指導を行う。 

 

3-3-2 実践的活動を通じて適切な実験用資機

材の使用方法、メインテナンス方法につ

いて指導を行う。 

成果4に係る活動 削除 
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第３章 プロジェクトの実績と達成状況 
 

３－１ 投入実績 

 ３－１－１ 日本側 

JICA側からの主な投入は以下のとおりである。詳細は［付属資料1. Annex 6～8］を参照願い

たい。 

 

  （1）専門家派遣（詳細は［付属資料1.Annex.6］を参照） 

終了時評価調査時点（2009年10月）までに派遣された各専門家の人数及び人月は表３－

１のとおりである。 

 

表３－１ 終了評価調査時点までに派遣された専門家の人数及び人月 

No. 指導科目 JFY2007 JFY2008 JFY2009 合計（MM）

1 チーフアドバイザー 7.53（1人） 7.67（1人） 15.20 

2 業務調整 7.87（1人） 12.00（1人） 12.00（1人） 31.87 

3 基礎工学 5.50（1人） 4.47（1人） 6.40（1人） 16.37 

4 機械工学科 1.40（2人） 1.88（4人） 1.60（2人）  4.88 

5 土木工学科 2.96（4人） 2.19（3人） 1.97（3人）  7.12 

6 電気・電子学科 2.23（3人） 2.31（4人） 0.94（2人）  5.48 

注：（ ）内の人数は、当該年度中に複数回派遣された専門家を1名とみなす。 

 

本プロジェクトの中心メンバーは、チーフアドバイザー、基礎工学専門家、業務調整/基

礎工学専門家の3名である。チーフアドバイザーはプロジェクト全体の運営・管理を担当し

ており、2008年5月より2009年10月の終了時評価時点まで6回にわたり派遣され、プロジェ

クト終了の2010年3月までには更に2回の派遣が予定されている。基礎工学専門家は2007年8

月より本終了時評価時点まで8回にわたり派遣され、工学部教官に対する物理と基礎工学の

指導を担当している。業務調整員/基礎教育専門家は2007年8月からプロジェクトサイトに

常駐しており、業務調整及び教官に対する英語と数学の指導を担当している。また、上記

中心メンバーに加え合計18名の短期専門家（※協力期間中に複数回派遣されている専門家

は1名とみなす）が派遣されており、教官に対する機材の使用方法を含む専門科目の指導を

担当した。内訳は、機械工学分野6名、電気・電子工学分野5名、土木工学分野7名である。 

 

  （2）短期研修員受入れ（詳細は［付属資料1. Annex.7］を参照） 

合計9名の教官が本邦研修に参加した。うち、1名は3カ月、3名が2カ月、5名が1カ月の研

修期間であった。研修分野は、工作機械、コンクリート工学、工作機械、水理学、土質力

学、コミュニケーション工学、パワーエレクトロニクスである。 

また、本プロジェクトの直接の投入ではないが、2005年から2009年までにJICA長期研修

員として7名の工学部教官が本邦大学にて研修を受け、全員が修士の学位を取得している。 
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  （3）機材供与（詳細は［付属資料1. Annex.8］を参照） 

供与された機材の合計額は約7,600万円である。研究活動はUNTL工学部ではまだ十分に行

われていないため、研究目的ではなく学生の教育を主目的とした機材が供与された。 

 

  （4）現地業務費 

2009年10月の本終了時評価時点までの現地業務費の合計は、17万5,114米ドル（約1,751万

円：1ドル=100円換算）に上る。この支出は、スラバヤ工科大学（ITS）教官の招聘、実験

機材購入、書籍購入、コンピュータ周辺機材の購入、学生寮修復機材の購入、研究活動に

参加した教官の手当て、セミナー開催費用、プロジェクト雇用の秘書及び運転手の傭人費

などに充てられた。 

 

 ３－１－２東ティモール側 

本プロジェクトに関し、東ティモール側からもさまざまな投入がなされた。まず、UNTL内に

プロジェクトオフィスが設置されており、光熱費や水道費はUNTLにより負担された。人材とし

ては、主たるカウンターパートとしてUNTL工学部長、カウンターパート及びプロジェクトの能

力開発の対象者として、2009年10月時点においては、機械工学科の教官25名、土木工学科の教

官17名、電気・電子工学科の教官18名が投入されており、彼らの給与は東ティモール側より負

担されている。さらに、2009年2月に東ティモール政府の予算により工学部へ機材が供与された。

また、電気・電子学科のワークショップ及び学生寮も東ティモール政府の予算により修復が行

われている。 

 

３－２ 活動実績 

 活動実績については［付属資料1. Annex.9］の活動実績表を参照ありたい。 

 

３－３ 成果（アウトプット）達成状況 

成果1 
教官が東ティモールの工学分野のニーズに合った適切なカリキュラムとシラ

バスを作成できるようになる。 

指 標 
1）カリキュラムが改訂される。 

2）改善に向けたシラバスのレビューが毎年行われる。 

 

成果1の指標は、ある程度達成されている。 

指標1）に関し、カリキュラムの軽微な修正は工学部教官らにより行われているが、抜本的な改

訂はまだ行われていない。その主な理由として、教育省は2007年に一般的な4年制大学における統

一基準となるナショナルカリキュラムを作成し、それに準じたカリキュラムで教育を行うことを

推奨しているが、ナショナルカリキュラムは国際的なスタンダードを採用しているため、現在の

UNTLの教官の知識や指導能力、施設・機材の状況では教授が困難な科目や内容があることが挙げ

られる。よって、UNTLの既存のカリキュラムをどうナショナルカリキュラムに適合させるかにつ

いては工学部内でいまだ検討中であり、本プロジェクト専門家も適宜アドバイスを行っている。

他方、ナショナルカリキュラムにはある程度のフレキシビリティが認められておりUNTLの独自性

を盛り込むことも可能である。プロジェクトチームは工学部の各学科と話し合いをもち、D3レベ
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ル及びS1レベル3の教育目的と教育目標を策定し、新カリキュラム策定並びに実施の際の指針とす

ることとした。これらが今後、工学部教官に広く共有、周知されることが望ましい。 

指標2）に関し、短期専門家のアドバイスにより教官達はシラバスの作成方法を習得した。2009

年9月に実施された教官の自己評価によると、回答した23名中15名が毎学期シラバスを作成してい

ると答えており、シラバス作成の習慣はある程度定着している。シラバスの質については現在短

期専門家が分析中であるが、プロジェクト終了までにこれら分析の結果が各教官にフィードバッ

クされ、各教官がそれに従いシラバスを改訂し、 終版が提出されることが望ましい。 

また「ニーズに合った適切な」カリキュラムとシラバスの作成が成果1のゴールであるため、本

成果の活動として、短期専門家と教官が関連企業を訪問し、意見交換が行われてきた。この活動

により得られた現場のニーズに関する情報を将来のカリキュラム及びシラバスの改訂に生かすた

め、これらの情報が文書にまとめられ、工学部側と広く共有されることが期待される。また、プ

ロジェクト終了後もUNTL側が継続的かつ定期的に産業界の訪問や意見交換ができるよう、この活

動を工学部内に根付かせることが必要である。 

 

成果2 
教官が数学、物理、基礎工学における十分な知識及び実践的かつ適切な研究活

動のための必要な技術を修得する。 

指 標 

1）70％以上の教官が高校レベルの数学、物理、英語、基礎工学を理解する。

2）50％以上の教官がS1レベルの数学、物理、英語、基礎工学を理解する。 

3）50％以上の教官が基礎工学科目を理解する。 

4）90％以上の教官が自身の専門分野の実験を効果的に実施できるようになる。

 

成果2の指標は、おおむね達成されているが、更なる努力と改善の必要がある。 

指標1）及び2）のデータ収集のため、本プロジェクトは数学、英語、物理、基礎工学の試験を3

回実施している。1回目は2007年8月にベースラインデータを取るために行われ、29名の教官（受

験可能な教官の74.4％）が受験した。2回目は2008年9月に行われ、27名の教官（受験可能な教官の

61.4％）が受験、3回目のテストは2009年9月に行われ21名の教官（受験可能な教官の63.6％）が受

験した。表３－２に示されているプロジェクトチームの分析結果によると、指標1）は英語、数学、

物理に関して達成されており、表３－３によると指標2）は、数学と物理に関しては達成されてい

る。なお、評価にあたって、①3回のテストの難易度が均一でないこと4、②3回のテストの中級（高

校）レベル及び上級（S1）レベルの基準が一定でないこと5、に加えて、多くの教官が副業を有し

ていることや留学をしたことによりテストを受験した教官が毎回異なっていること6、受験率が工

                                                        
3 D3は東ティモールの3年制の学士号で、S1は4年制の学士号を意味する。UNTLの工学部は現在D3の学位のみを授与できる教

育機関であるが、2010年までにS1も授与する機関に移行する予定である。 
4 英語では、長文読解の配点比率が年々少なくなり、英文の穴埋め問題（一行から成る英文の一語が抜かれており、そこにあて

はまる単語を4つの選択肢から選ぶ。）の配点比率が増えている。その他の科目では前年と同一の問題がいくつか出題されてお

り、それにより点が取りやすくなった可能性は否定できない。 
5 それぞれの科目の中級基準の 低点は、2007年から2009年にかけて、英語が45点から40点へ、基礎工学は50点から35点へ、物

理は45点から40点へと変化し、上級基準の 低点は英語が60点から65点へ、基礎工学と物理が60点から55点へ変化しており、

一定でない。英語以外の基準点の下方修正に関しては、プロジェクトチームにより問題のインドネシア語訳が誤っていたこと

が理由のひとつとして挙げられている。 
6 3回連続でテストを受験した教官は10名にとどまっている。 
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学部教官の60％台から70％台にとどまっていること等の制約があった点を注記しておきたい。 

 

表３－２ プロジェクトテスト結果－中級（高校）レベル達成率 

科目 
2007年 

中級レベル達成率 

2008年 

中級レベル達成率 

2009年 

中級レベル達成率 

英語 34.5％ 85％ 90.5％ 

数学 44.8％ 63％ 71.4％ 

物理 48％ 85％ 80.0％ 

基礎工学 16％ 85％ 65％ 

 出所：CADETESプロジェクトチームのデータを基に終了時評価団が作成 

 

表３－３ プロジェクトテスト結果－上級（大学＝S1）レベル達成率 

科目 
2007年 

上級レベル達成率 

2008年 

上級レベル達成率 

2009年 

上級レベル達成率 

英語 6.9％ 29.6％ 42.9％ 

数学 24.1％ 29.6％ 61.9％ 

物理 28％ 29.6％ 50％ 

基礎工学 8％ 29.6％ 6％ 

 出所：CADETESプロジェクトチームのデータを基に終了時評価団が作成 

 

このテスト自体の難易度及び達成レベルの判断基準の変化、並びにサンプルに関する制約から、

評価の実施にあたっては、本テスト結果を補完するための他の関連データを採用、収集した。次

の表３－４は、本プロジェクトが2009年9月に実施した教官の自己評価結果である。 

 

表３－４ 教官による自己評価結果 

科目 中級レベル達成率 上級レベル達成率 

英語 91.3％ 52.2％ 

数学 100.0％ 43.5％ 

物理 91.3％ 21.7％ 

基礎工学 86.9％ 30.4％ 

 出所：CADETESプロジェクトチーム 

 

これは教官による自己評価であるため客観性に欠けることを考慮する必要はあるが、表３－４

によると指標1）は4教科すべてにおいて達成されており、指標2）は英語において達成されている。

工学部長や短期専門家からの報告書及びインタビューにおいても、教官の英語力が特に向上した

という報告がされている。加えて、短期専門家により特に若手教官のトレーニングコースの理解

度や応用力の向上が確認されている。基礎科目を十分に修得できているか否かはトレーニングコ

ースの理解度や応用力に深くかかわる部分であるため、数学、物理、基礎工学に関しても、ある

程度知識が向上したといえるであろう。 
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指標3）と4）に関しては、短期専門家のスケジュール調整が困難であったため、テストは実施

されていない。短期専門家によれば教官の基礎工学科目の理解度と実験の実施能力の向上が確認

されているが、一部の教官たちからは、自らの専門分野における実験スキルの更なる向上が必要

であるという声も聞かれている。また指標1）、2）と同様に、特に若手の教官に関しては積極性や

学力の伸びがみられるものの、中堅の教官に関してはトレーニングコースへの出席率、理解度と

もに若手の教官よりも低いことが短期専門家により報告されている。 

上記を総合すると、指標1）から4）のすべてに関しおおむね向上がみられるが、指標に示され

るような明確な割合での達成度を特定するのは困難であり、それぞれの知識・能力に関し、特に

上級レベルをめざした更なる能力向上に努める必要があると思われる。特に「基礎工学」はテス

トにおいても自己評価においても評価が低いため、同科目の更なる強化が望ましいといえる。ま

た、若手の教官がより積極的にトレーニングコースに参加し、成績の伸びも著しい一方で、中堅

の教官は意欲、理解度ともに比較的乏しい傾向にあるという課題が確認された。 

 

成果3 
指導の質、指導方法、及び実験資機材の使い方を含む指導教材が適切な学部管

理体制の下で改善される。 

指 標 

1）学生のほとんどが新たに導入、もしくは改善された指導方法に満足する。

2）適切な講義ノート及び実験指導書が作成される。 

3）資機材メンテナンス記録が作成される。 

4）参考図書のリストが開発される。 

 

成果3の指標は、ある程度達成されているが、更なる改善の余地が残されている。 

指標1）に関し、学生による授業評価が3回実施されており、2008年7月の結果によると、学生に

よる授業の満足度は中程度から中の高程度であり、学生からはより分かりやすい講義を求める声

も少なからず聞かれた。また本終了時評価調査で行われた模擬授業では、教官たちの授業の進め

方が一方的で学生（を想定した教官）との間で双方向のやりとりが少ないこと、根本的な考え方

や数式の成り立ち等の説明はなく、全体的に教え方が表面的である、などいくつかの課題が確認

された。これらのことから、教官の教育方法はある程度のレベルには達しているものの、改善の

余地も残している。 

指標2）に関しては、教官の自己評価によると、講義ノート及び実験指導書を作成している教官

の割合は増加している。講義ノートについては、2006年には74％が作成していたが2009年は90％

以上の教官が作成していると答え、実験指導書については2006年には54％であったが2009年には

90％以上が作成していると答えた。一方で、講義ノートの質については統一的に指導・改善が行

われていないことから、プロジェクト終了までに見直され、それぞれの教官にフィードバックさ

れることが望ましい。 

指標3）に関しては、機材のメンテナンス記録表がプロジェクトにより開発され、100万円以上

の機材については各学科によってメンテナンス記録が残され、破損等の発見が適宜なされている。 

指標4）に関しては、参考図書のリストは現在のところ開発されていない。しかしながら、教官の

自己評価によると68％以上の教官が各科目で3冊以上の参考図書を紹介していると報告している。 

本成果の指標として設定されてはいないが、「適切な学部管理体制」の存在が本成果達成のカギ

である。この体制整備にあたっても、プロジェクトと工学部はまず各学科における組織図とすべ
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ての科目と教官の配置を示した表を作成し、体制の現状と問題の把握に役立てた。また、学部管

理体制整備のため、定例の学部・学科会議が月に2回開催されるようになっている。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標 
東ティモール大学の工学部教官の基礎的な指導能力が実践的活動によっ

て向上する。 

指 標 

1）教育の能力評価（知識、講義、指導力、実験方法）を実施し、その評

価結果が向上する。 

2）S1以上の学位を有する教官が増加する。 

 

プロジェクト目標の指標は、教官の基礎的な知識・技術の向上はプロジェクト終了時までにお

おむね達成することが見込まれるが、指導能力において更なる向上が望まれる。 

指標1）に関し、「3-3成果の達成度 - 成果2」において示されたように、教官の基礎科目の知識

及び実験手法はある程度向上している。本終了時評価において実施した14名の教官とのインタビ

ューにおいても、すべての教官が本プロジェクトにより能力が向上したと実感していることが確

認され、なかでも、機材の使用方法、機材を使用しての教授方法、シラバスの作成方法が、彼ら

が本プロジェクトにより得た知識・能力として も多く挙げられた。教官のなかには、これらの

新しい知識によって授業の質が改善したと答えた教官もいた。加えて、2009年9月の教官の自己評

価によると、自己の教育方法が「much」あるいは「very much」のレベルで向上したと評価する教

官の割合は68％以上であった。 

他方で、「3-3成果の達成度－成果3」において示されたように、より分かりやすい講義・指導を

行う努力、学生と教官の双方向のコミュニケーションを増やす点などにおいて、教官の指導力は

更に改善の余地がある。 

指標2）に関しては、本プロジェクトの直接の投入ではないが、JICAの長期研修や文部科学省の

国費留学制度等を利用して9名の教官が日本の大学において修士号を取得しており、また1名が

2009年10月現在、留学中である。留学期間と留学先は表３－５のとおりであった。 

 

表３－５ 留学期間と留学先 

専攻分野 留学期間 留学先 

機械工学 2002年4月～2004年3月（2年間） 長岡技術科学大学 

土木工学 2002年4月～2004年3月（2年間） 埼玉大学 

土木工学 2002年10月～2004年9月（2年間） 広島大学 

電気電子工学 2005年4月～2007年3月（2年間） 岐阜大学 

土木工学 2005年10月～2007年9月（2年間） 埼玉大学 

機械工学 2005年8月～2008年3月（2.5年間） 長岡技術科学大学 

電気電子工学 2005年9月～2008年3月（2.5年間） 岐阜大学 

機械工学 2006年4月～2008年8月（2.5年間） 長岡技術科学大学 

機械工学 2006年4月～2009年9月（2.5年間） 長岡技術科学大学 

電気電子工学 2009年10月～現在 岐阜大学 
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３－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標 東ティモール大学工学部における教育の質が向上する。 

指 標 

1）東ティモールに適した工学教育が実施される。 

2）卒業生のレベル（試験結果などの点において）が卒業時点で向上する。 

3）講義・実験に必要な施設・設備が充実し、実験予算などが確保される。 

 

現時点では、上位目標達成を確約するに十分な教育の質の向上はみられていない。 

指標1）に関し、教育省が作成したナショナルカリキュラムはおおむね東ティモールのニーズを

反映していると工学部側は理解しているものの、現時点では教官の数及び専門性の不足、あるい

は機材の不足により、ナショナルカリキュラムを完全に施行するのが困難な状態である。「東ティ

モールに適した工学教育が実施されているか否か」を判断するための詳細な指標がここでは設定

されていないため、例えば、卒業生の雇用状況や、雇用主による卒業生に対する評価、東ティモ

ールの実例を活用した研究件数の増加などから「適切な工学教育」の内容についても今後、検証

が必要だろう。 

指標2）に関しては、2003年以降の卒業生のデータは大学側により管理されているため、プロジ

ェクト終了年である2010年と、5年後の2015年の卒業生の卒業時の成績の比較が実施されるなかで、

成果の達成度が確認されることが望ましい。 

指標3）に関し、施設・設備の状況は改善の途上にある。東ティモール政府からUNTLへの予算

は2008年より配賦されており、機材もいくつか東ティモール側の予算で供与された。また、現在、

電気・電子のワークショップ及び寮が修復されているところである。現時点で東ティモール側で

の予算執行にはかなりの時間と手間を要するものの、こうした継続的な予算配賦が将来の上位目

標達成を可能にする要因となる。 

 

３－６ 実施プロセス 

 （1）スケジュール及び計画に沿ったプロジェクトの進捗 

成果1の活動に関し、「３－３ 成果の達成度」で記述した状況により、カリキュラムの十分

な改訂は行われていない。成果3に関しても、PDMで設定された3-1-2の活動［指導方法に関す

る基準（スタンダード）を設定する］は工学部とプロジェクトチームの話し合いにより教育

方法のスタンダードの作成は困難であると判断されたため作成されず、代わりにプロジェク

ト専門家によるモデル授業の実施及びモデル授業を文書化する活動に変更された。さらに

3-1-3の活動（設定された基準に則った教育方法を訓練する）に関しても、教授法に関するト

レーニングは特には行われず、前述のモデル授業を教官が観察することにより授業方法を学

ぶことで置き換えられた。活動3-2-2（講義ノート及び実験指導書を作成する）と3-2-3（新た

に作成された講義ノート及び実験指導書の効果をモニタリングする）に関しては、講義ノー

トと実験指導書の質に関する分析とその共有、及び各教官へのフィードバックはプロジェク

ト終了までに実施される予定である。 

 

 （2）モニタリング 

本プロジェクトでは教官の知識と授業内容のモニタリングのため、以下のとおりさまざま

な試験や評価を複数回実施している。 
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・ ベースライン調査（2007年） 

・ 基礎科目試験（2007年、2008年、2009年） 

・ 学生による授業評価（学期終了ごと） 

・ 教官の自己評価（2009年9月実施） 

これらデータはプロジェクトチームによる現状及び問題の把握、並びにその後の活動の調

整に寄与した。 

 

 （3）意思決定/コミュニケーション 

プロジェクトチームによれば、学科長2名が日本で修士号を取った教官に替わったこと、プ

ロジェクトタスクフォースによる定例会議が2009年より始まったことで、プロジェクトチー

ムとUNTL側とのコミュニケーションがより頻繁になり、意思の疎通がスムーズになったとの

ことである。これに対して、複数の東ティモール側タスクフォースメンバーは、UNTL側の意

見やニーズを、今後、プロジェクト活動やトレーニングの計画作成などに反映させることが

できるよう、より積極的にかかわりたいと発言していること、また教育省担当官をはじめ、

教官の中には、本プロジェクトの内容が東ティモールの現状やニーズに対して高度である、

と発言していることを考慮すると、これまではプロジェクトの計画、各コース内容、レベル

の決定においては、プロジェクトチームが主導する傾向にあったとみられる。さらに、教官

の中にはプロジェクトチームに対して、より身近にコミュニケーションを図り、教育方法、

講義ノート、シラバスなどに関する個別のフィードバックや、プロジェクトの進捗や意思決

定に関する情報共有を望む意見も聞かれた。よって、コミュニケーションの量及び日常的な

意思の疎通の改善はみられているが、今後更にそのコミュニケーションの質を充実させ、

UNTL側のイニシアティブやニーズを尊重した形での意思決定が進むことが望まれる。 

 

 （4）カウンターパート/オーナーシップ 

本プロジェクトの 大の制約は教官の時間と人数がプロジェクトのために十分確保できな

かったことである。2008年以降、合計19名の教官が海外留学をし、プロジェクトはターゲッ

トグループの約3分の1を失うこととなったことに加えて、東ティモール政府によるポルトガ

ル語公用語化政策のために、多くの教官がポルトガル語学コースや給与補填目的の副業のた

めに時間を割かれ、プロジェクトが設定した教官用トレーニングコースの出席率は年を追う

ごとに下がっていった。 

他方、2008年から東ティモール側の予算による機材の供与やワークショップなどの修復が

開始されたことは、東ティモール側のオーナーシップを示すポジティブな兆候といってよい。 

また、上記コミュニケーションの部分で触れているが、プロジェクトチームは工学部側と

ともに2009年2月に学部長、副学部長、学科長、JICAプロジェクトチームにより構成された東

ティモール大学工学部支援プロジェクト（The Project for Capacity Development of Teaching Staff 

of Faculty of Engineering, National University of Timor-Leste：CADETES）タスクフォースを立ち

上げた。タスクフォースは、プロジェクトに関する課題や問題点などについて議論する場と

して機能し始めており、本タスクフォース会議を定期的に開催することにより、東ティモー

ル側のオーナーシップやイニシアティブが醸成され、プロジェクト終了後もUNTLにより活動

が継続されることが期待される。 
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第４章 評価5項目に照らした評価結果 
 

４－１ 評価5項目による分析 

 ４－１－１ 妥当性 

以下の理由により本プロジェクトの妥当性は概して高いと判断される。 

 

  （1）東ティモール側ニーズとの整合性 

東ティモールは2000年11月にUNTLを開校し、工学部に機械工学科、土木工学科、電気・

電子工学科を設置したが、当時の東ティモール政府内による高等技術教育体制の整備・運

営に係る経験・知識は不足していた。また、同大学は東ティモール内では唯一の公的高等

技術教育機関であり、現時点で国内 高の工学系教育機関であるにもかかわらず、プロジ

ェクト開始当初、同大学の教官の多くは中等教育レベルの数学や物理、英語の能力も身に

ついておらず、指導計画に基づく体系だった授業を行う等の基礎的指導力も望めない状況

にあった。これらのことから、独立後の東ティモールの発展を担う人材の育成を視野に入

れ、UNTL工学部教官の能力強化をめざした本プロジェクトは東ティモールのニーズに合致

していたといえる。 

さらに2006年5月の国内の騒乱は、国の治安や社会基盤、国民の生活状況を悪化させ、

UNTLの施設、機材なども被害を受けた。これらの状況からUNTL支援のニーズは更に高ま

ったといえ、また、騒乱後の東ティモールの社会ニーズを踏まえて実践的活動に焦点を置

いて修正し、2007年8月にプロジェクトを再開していることから、協力内容もニーズに応じ

たものと判断できる。 

 

  （2）東ティモール及び日本の政策との整合性 

プロジェクト開始当初東ティモールの開発計画であった「セクター投資計画」は、教育

セクターを 重要セクターのひとつとし、技術・職業訓練及び高等教育を長期戦略のひと

つと位置づけていたため、本プロジェクトと整合していた。現政府においては、「国家優先

課題」を毎年策定しているが、2009年の課題のひとつが人材育成であり、本プロジェクト

の内容とも整合している。さらに、2007年から2012年の「国家教育政策」によると、高等

技術教育及び大学教育が政策目標のひとつと位置づけられている。これらのことから、本

プロジェクトは東ティモール側の政策に沿っているといえる。 

また、本プロジェクトでは東ティモール内のインフラ整備状況改善のための調査等をイ

ンフラ省とともに実施しているが、こうした同国のインフラ整備における技術面での貢献、

及び維持管理を担う人材育成が目的となっており、日本の対東ティモール援助政策重点分

野のひとつであるインフラ整備の一貫として位置づけることができることから、日本の政

策との整合性も高いといえる。 

 

 ４－１－２ 有効性 

以下の理由により本プロジェクトの有効性はやや高いと判断される。 

「３－４ プロジェクト目標の達成度」で既述のとおり、プロジェクト目標はある程度達成さ

れているが、教官の更なる能力の開発が望まれる。本プロジェクトは能力向上のためのさまざ
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まなアプローチを採用しているが、特に能力向上に有効であったとして教官から評価が高かっ

た活動としては、新しい機材の供与と使用法に関する指導、ITSとの連携、実践的研究活動の導

入が挙げられている。ITSの教授による集中講義に関しては、まだ多くの教官が英語で理論を理

解することが困難であるため、特に難解な理論面をインドネシア語で補完するトレーニングコ

ースを提供したことが功を奏した。 

各成果のプロジェクト目標達成の貢献度に関しては、成果2が もプロジェクト目標の達成に

貢献しているが、成果1と3の貢献度は現在のところあまり顕著ではない。成果1と3は、教官の

能力向上に直接的に寄与する部分でないため現在のところ貢献度はあまり高くないが、プロジ

ェクト効果の継続、及び上位目標達成を視野に入れると重要な成果であり、プロジェクト終了

までに更に強化されるべき部分である。 

本プロジェクトの有効性を限定的にした要因としては、教官のプロジェクトの活動への参画

が留学や副業などのため十分に確保されなかったこと、トレーニングコースの難易度が比較的

高かったこと、教官の英語の理解力が限られていたこと、プロジェクトチームがインドネシア

語を理解できないことなどの言語面での制約などが挙げられる。 

 

 ４－１－３ 効率性 

以下の理由により本プロジェクトの効率性はやや低いと判断される。 

UNTLとITSの間でMOUを結び、ITS教授によるUNTL教官に対して集中講義を実施したことは、

効果的であったとともに効率的でもあった。なぜならインドネシア語で講義を行うことにより

英語で行う際よりも多くの教官に裨益したのみならず、日本の専門家派遣や第三国専門家派遣

よりもコストがリーズナブルであったためである。 

他のプロジェクトとの連携としては、JICAの「道路維持管理能力向上プロジェクト」のプロ

ジェクトサイトを利用した研究が挙げられる。この連携により、教官等は実際の現場の状況を

利用したフィールドワークを行うことができた。さらに、「マナツト県灌漑稲作プロジェクト」

と連携し、同プロジェクトにて使用するもみまき機の試作品をUNTL工学部にて作成し供与して

いる。 

東ティモール側の投入である学内インフラに関しては、電気の供給が不安定であることがプ

ロジェクトの効率性にマイナスに作用した。また、オーストラリア連邦（以下、「オーストラリ

ア」と記す）の支援により、衛星通信によるLANが学内に整備されているが、まだ接続速度が

遅く、インターネット使用環境が十分に整備されているとは言い難い。より効率的な教育・研

究のためには更なる改善が必要であろう。 

日本側の投入のうち、機材の供与はかなりの額を占めているが、供与のタイミングと活用に

関し、改善の必要があるといえる。タイミングに関しては、一部、電気・電子学科の機材の選

定過程で時間を要し、予定よりかなり遅れ、2009年5月に供与された。機材の活用に関しては、

以下の点について効率性が低いといえる。 

まず、供与された機材が研究用でなく教育用であるため、利用頻度が低い（年に１回程度）

ものがあること、次に、機材の中には工学部教官が使用方法を習得し、学生に指導するには難

易度が高いものがあったこと、また、機材の使用法を学んだ教官が留学で不在になったことで

ある。また教官の指導科目が頻繁に変わるため教官が個々の機材の使用法を完全にすることが

困難であったことも効率性を下げる要因となっている。一部の供与機材はマニュアルや操作盤
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の表示が日本語であったため、専門家の派遣時に英語で解説、翻訳するまで使用できない等の

支障もあった。この点は、本邦研修時に教官がインドネシア語の操作マニュアルを作成するな

どして補われている。また、機材の使用法の指導を繰り返し受けた教官は、授業において機材

を十分に使用できるようになっている旨も報告されている。 

工学部教官の中には、留学、ポルトガル語コース、副業などのために、十分にプロジェクト

の活動に協力する体制が確保されなかった。例えば、短期専門家は日本の大学の休みである3月、

8月の2～3週間に集中して派遣され、教官の専門分野のトレーニングを実施したが、教官の講義

スケジュールやポルトガル語講座と重なったこと、副業を優先させる教官もいたことなどから、

トレーニングコースを集中して受講することができず、機材の使用法を完全には習得できない

事例も少なくなかった。 

日本側の投入のひとつとして、9名のカウンターパートへの短期本邦研修が行われたが、研修

員は帰国後に習得した技術を使って授業を行い、学生と技術を共有しているようである。他方

で、プロジェクトチーム側や一部の教官は、想定していたほどには他教官への知識・技術の移

転が広がっていないと感じていることから、研修結果は共有されているものの、他教官による

確実な技術習得までには至っていないと判断できる。UNTLでは留学による教官の出入りが激し

く、特定の教官のみに技術が蓄積されると活用されなくなってしまう可能性があること、また

教官全体の知識・技術レベルの底上げが必要であること等にかんがみて、他の教官に技術を移

転するための集中講義や指導を通じた知識・技術の伝達が確実に行われることが重要である。 

 

 ４－１－４ インパクト 

以下の理由により本プロジェクトのインパクトは中程度と判断される。 

「上位目標の達成見込み」で述べたとおり、上位目標の達成の確かな兆しは現時点ではまだ

みられていないが、正のインパクトは発現している。本プロジェクトの活動により、UNTLと産

業界との連携が強まり、いくつかの企業がUNTLからインターンの学生を受け入れ始めている。

また、工学部とこれらの企業は卒業生に望むスキルやレベルなどについて意見交換を始めてお

り、今後カリキュラム作成や卒業生の雇用の増加に望ましい影響を与えると考えられている。 

さらに、大学では創立記念日に一般市民を招いたオープンフォーラムを実施しており、将来

これらのことが東ティモールにおける工学教育の重要性の認知につながると期待されている。 

 

 ４－１－５ 自立発展性 

以下の理由により本プロジェクトの自立発展性は中程度と判断される。 

 

  （1）政策的及び財政的自立発展性 

2007年から2012年の国家教育政策により、今後も高等技術教育への政策的支援は継続さ

れると考えられる。東ティモール政府のUNTLへの予算は2008年から配賦が開始され、さら

に2010年より大学の自治が認められ予算も125％増の予定であるため、財政的自立発展性も

今後更に高まることが期待されている。 

 

  （2）組織面及び能力開発における自立発展性 

教官の能力開発活動としては、UNTLとITSとの連携の継続が期待される一方で、機材の
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メンテナンス記録、シラバスや講義ノート作成、学期末ごとの授業評価実施などの学部改

善のシステムを大学側が自身で継続して実施していけるかどうかはまだ定かではない。残

りの協力期間でこのシステムを学部内に根付かせることが必要である。また、組織面にお

けるもうひとつの課題は大学の学務及び事務機能の強化である。今後工学部の体制を整備

し、継続して教官の能力開発を実施、教官のパフォーマンスを評価していくうえで、この

体制の整備は欠かせない課題である。 

各教官の能力に関しては、依然として知識を有する教官とそうでない教官とのばらつき

がみられるため、今後も各教官がプロジェクトのトレーニング内容を復習するなどして、

能力を維持、向上させていくことが必要である。 

また、特に若手教官などは、トレーニング参加に対するモチベーションも高く、自らの

能力開発に意欲的であるといえる。例えば活動2-5（実験内容・方法について実践的な活動

を通して指導を行う）の下で実施されている研究活動は教官らにより提案されたものであ

り、日本人専門家によるアドバイスは必要なものの、教官達により主体的に実施されてい

る。 

 

  （3）人員面における自立発展性 

現在約3分の1の教官が留学中であるが、2010年以降、彼らが留学を終えてUNTLに戻って

くる予定になっているため、人員不足の問題は翌年以降解決されるとみられる。一方で、

これらの教官が帰国後UNTL教官として残り、根付くよう、UNTL側の対策が求められる。 

 

  （4）機材管理面での自立発展性 

現在、機材の故障などがあった場合、プロジェクトオフィスに修理を依頼に来る教官が

多くみられることから、プロジェクト終了時までに機材のメンテナンス体制を確実にする

ことが重要である。 

 

４－２ 効果発現に貢献した要因・問題点及び問題を惹起した要因 

 ４－２－１ 計画・内容に関すること 

  （1）効果発現に貢献した要因 

1）教官の知識・能力開発のための多様なアプローチの組み合わせ 

本プロジェクトは基礎科目や専門科目の習得において、理論、実験、実習、フィールド

ワーク、研究などさまざまな手法を組み合わせることで広範囲にわたる知識・能力の開発

を可能にした。特に成人教育においては、実践的な活動を通じて知識の向上を図る手法や、

自主性を尊重した学習方法が有効であることから、基礎や理論にフィールドワークや研究

などをうまく組み込んだことは有効であった。また、創造実験の導入は教官の意欲も高め、

チームワークの醸成にも寄与したといえる。 

 

2）ITSとの連携 

ITSの教授による集中講義はインドネシア語で行われたため、本プロジェクトの英語に

よるコースをうまく補完できたといえる。特に英語能力が低く、本プロジェクトの講義に

十分に参加できなかった教官も参加することができたことはプロジェクトの効果発現に
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貢献した。 

 

3）東ティモール政府の機材供与 

2008年に東ティモールの政府予算でUNTLの機材が供与されたことで、本プロジェクト

活動に利用することができた。 

 

  （2）問題点及び問題を惹起した要因 

1）一部教官の副業や留学による学内不在 

現在の多くの教官が留学中であるため、本プロジェクトのターゲットグループの3分の1

が学内に不在の状況である。また、それにより他の教官の仕事量が増えたため、UNTLに

残っていてもトレーニングコースに参加できない教官が増加した。加えて、教官の給与が

低いことや、特に土木工学及び機械工学分野は学外でのニーズも高いことなどから、学外

に副業をもつ教官が多く、トレーニングコースへの出席率が芳しくなかった。 

 

2）学術言語（英語）と指導言語（インドネシア語）の不一致 

ほとんどの教官がインドネシア語で授業を行っているため、プロジェクトチームが授業

を視察し、改善点の指導をすることが困難であった。また、プロジェクトにより実施され

た英語でのトレーニングコースは、英語力に乏しい教官には理解が限定的であった。 

 

 ４－２－２ 実施プロセスに関すること 

  （1）効果発現に貢献した要因 

1）プロジェクト後半におけるコミュニケーションの増加 

工学部3学科中、2学科の学科長が日本の大学で修士号を取得した教官に替わったこと、

またプロジェクトタスクフォースによる定例会が設定されたことにより、2009年以降プロ

ジェクトチームとのコミュニケーションが以前より頻繁になり、活動の実施がよりスムー

ズに行えるようになった。 

 

  （2）問題点及び問題を惹起した要因 

1）東ティモールの社会情勢 

2006年の騒乱により、プロジェクトは1年以上中断し、治安やインフラ、国民の生活状

況は悪化した。UNTLの施設や機材の状況も悪化し、学生や教官の多くも避難民キャンプ

に住まざるを得なくなった。この不安定で困難な情勢はプロジェクトのスムーズな実施に

支障を来した。 

 

2）インフラ設備や交通手段の未発達 

学内のインフラの整備が不十分なため、停電が頻繁に起こり、ワークショップ内の機材

の使用に支障を来した。また、ディリとヘラキャンパスの間の交通機関が限られており、

大学のミニバスの故障も頻繁なため、教官も学生も通学できないという事態がしばしばあ

った。 
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４－３ 結論 

3つの成果、プロジェクト目標、上位目標の達成度について分析・評価した結果、それぞれの成

果は着実に確認されつつあるが、依然として改善すべき点も確認された。 

5段階評価に関しては、妥当性は高く、プロジェクトアプローチの有効性もある程度確認されて

いる。プロジェクト終了に向けて、更なる効率性、インパクト、自立発展性の向上に焦点を置き、

機材の有効活用、上位目標達成のための下地づくり、プロジェクト効果の持続及び更なる発展を

目的とした工学部内のシステム確立に力を注ぐ必要がある。 

特に、上位目標の達成に向けては、本協力で対象としてきた工学部教官の指導能力強化に加え

て、工学部の組織・運営体制の強化に向けた取り組みも検討していかなければならない。 
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第５章 提言・教訓 
 

５－１ プロジェクトへの提言 

2010年3月のプロジェクト終了を視野に入れ、本調査団は、まず残りのプロジェクト期間中に取

り組むべき課題として、UNTL工学部に対して以下のとおり提言を行った。 

 

 （1）機材のメンテナンス計画の作成 

プロジェクト終了後も機材が適切に管理されるよう、機材のメンテナンスを担当する教官

を設定し、十分なトレーニングを行うことが重要である。また、機材の部品補充や修理依頼

が適切に行えるよう、機材の納入元の連絡先や担当者などの詳細情報もすべて工学部側担当

者が把握しておくことが必要である。加えて、留学などにより教官の移動が頻繁であること、

教官が自主的に機材の使用方法を学ぶことを考慮し、取扱説明書の英語版を作成することが

望まれる。加えて、機材のメンテナンスのため、十分な予算が確保されることも不可欠であ

るため、プロジェクトと工学部側担当者がメンテナンスに必要な経費の見積りをし、予算計

画案を作成しておく必要がある。 

 

 （2）カリキュラムに関する継続的なアドバイス 

工学部ではナショナルカリキュラムに準じたカリキュラム策定・実施に関する支援をプロ

ジェクトチームに要望していることから、プロジェクトチームは各学科に対して継続してア

ドバイスを行うことが望まれる。 

 

 （3）授業評価、シラバス、講義ノート、実験指導書に関するフィードバックの実施 

授業評価、シラバス、講義ノート、実験指導書などに対する各教官へのフィードバックは

一部の教官に対して実施されていることが確認されたが、教官全員がフィードバックを受け

られるような配慮が必要である。 

 

 （4）セミナーの開催 

プロジェクトで得られた経験や実績などを広く周知するために、関連省庁やドナー、メデ

ィア等を招いてセミナーを実施することが期待される。さらに、これらのプロジェクトの経

験を今後どのように教育省の高等技術教育政策に生かしていくかについて教育省とも協議さ

れることが望ましい。 

 

 （5）教材の文書化 

今後、教官による自主的な学習活動を促進するため、プロジェクトで使用された教材がす

べて文書にまとめられることが必要である。 

 

５－２ 他の高等教育案件への教訓 

本プロジェクトの実施を通じて得られた教訓は以下のとおりである。 
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 （1）インドネシア・スラバヤ工科大学との連携 

本プロジェクトでは、特に教官の英語の理解力にばらつきがあり、日本人専門家による細

かい指導・フォローが難しかったことが報告されているが、日常的にインドネシア語が活用

されていること、また立地上の利便性から、インドネシア・スラバヤ工科大学（ITS）との連

携（同大学からの講師派遣、UNTL教官の同大学への留学等）が図られたことによって、教官

の研究面での理解が深められた。 

同様に、JICAが支援をする域内の大学間で互いに協力関係を築くことによって、プロジェ

クトのみでは行き届かないフォローが行われることが期待される。 

 

 （2）プロジェクトC/Pの参加促進 

本件の実施において制約要因として、C/Pとなる工学部教官の多くが留学や副業などで、プ

ロジェクトの活動に参加できなかったことが報告されたが、教官が学位取得のため留学する

ことは（中・長期的には）大学の質の向上のために不可欠であり、また大学教官の給与が必

ずしも十分でなく、副業で収入を補わざるを得ない現地の実情も理解する必要がある。大学

全体での計画的な教官の留学措置、政府による教職員の待遇改善を提言したうえで、本プロ

ジェクトの提言にあるように、留学や副業等でプロジェクトのトレーニング活動に参加でき

なかった教官が別途自主学習で知識・技術を補うことができるような成果品を残すことも有

用である。 

 

 （3）プロジェクト期間の設定について 

本件は、上記のとおり、教官が大学教官としての素養を身につけることで、工学部の組織

としての能力強化を狙っているが、UNTL内部でS1以上の上位学位取得ができないことから、

教官は留学のために一時的にUNTLを離れざるを得ない状況にあったこと、また大学教官の給

与が低く、副業をせざるを得ない状況にあったことがプロジェクトの成果達成にとっては制

約要因となった。 

他方で、現在留学中の教官らが留学から帰国した際には、工学部の教育・研究活動を牽引

していくことが期待されるほか、大学教官の給与水準に関しても制度上の改善が検討されて

いることを本調査期間中に確認でき、今後プロジェクトを取り巻く環境が改善されれば、本

プロジェクトによる成果の発現が期待できるであろう。こうした事情を勘案すれば、プロジ

ェクトの実施期間中において、当国の政策・制度の進捗も勘案しながら、成果の達成に必要

な協力期間を適宜見直していくことも重要であると思われる。 
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第６章 総括 
 

（1）プロジェクト成果の自立発展性について 

本プロジェクトでの目標は、東ティモール国立大学（UNTL）工学部教官の教育及び研究能

力の向上である。教育支援プロジェクトの成果評価は必ずしも容易ではないが、調査団の評価

では、プロジェクトの妥当性や有効性、効率性、インパクトに関する評価はおおむね満足でき

るものであったといえる。 

他方で、自立発展性に関しては単一的な評価を行うことは困難であり、特に、国連の治安維

持支援が終わる2012年以降の東ティモールの治安、教官の待遇改善や、キャンパス環境整備の

ための財政支援に関する不明確さが残っている。 

さらに、使用言語の問題も無視できない。東ティモールでは2000年以降、初等中等教育にお

けるポルトガル語の公用語化を進めており、2012年以降はポルトガル語で教育を受けた生徒た

ちが大学生になるなかで、高等教育においてもポルトガル語での教育が不可欠となってくる。

これによって、これまでポルトガル語を話すことができない教官にとってはポルトガル語の習

得のための負担が増えるだけでなく、本プロジェクトによる教材作成、実験機材導入や教官の

能力向上の効果が限定的になりかねない。調査時に教育省大臣も明言していたが、高等教育に

おいては授業の実施においてポルトガル語のみによらず、英語の活用も推進し、自立的発展を

遂げることが望ましい。 

 

（2）各成果の達成度について 

1）成果1 

ナショナルカリキュラムをUNTLのカリキュラムに導入することが困難な現状について、東

ティモールのめざす方向と同国の産業界が望む方向とで整合性が取れていない部分があるよ

うに見受けられた。今後、産業界、行政、UNTL工学部教官が連携して、諸外国からの意見を

聞きつつ、持続可能な社会形成に必要な教育、研究のグランドデザインをつくることが必要

である。UNTLのカリキュラム＝ナショナルカリキュラムとなるよう、教育省、UNTL、工学

部が連携して、教育の質の向上、科学技術の研究レベルの向上に貢献すべきである。 

 

2）成果2 

プロジェクトチームによる教官の基礎学力のレベルアップに関する達成目標はおおむね達

成されたが、この分野における事業の持続性を担保するためにも、プロジェクトが終了した

あとの成果持続のための教育システムを定着させる必要がある。この意味において、プロジ

ェクトチームの残した教材、学習方法を活用し、自習システムが確立されることが重要であ

る。教官自身も基礎学力レベルの維持の重要性は認識しており、試験による学力検証には否

定的であるが、自発的な学習の継続を行う姿勢をみせていた。 

 

3）成果3 

教育の質の向上の観点からは、留学による上位学位取得、教官個人の学力向上に向けた努

力、実験機器の導入に加えて、組織として授業方法・教材の開発と質の向上に取り組む学部

教育改善（Faculty Development：FD）が必須であることについては、すべての教官からも共
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感を得られた。他方で、効果的なFDの推進は先進国の大学であっても必ずしも容易ではなく、

UNTLに導入するためには、教官全員による実行体制が必須である。このため、調査団から以

下のような提案をした。あくまでも、FDに関する方法論は、UNTL教官の自発的行動と東ティ

モール教育省の連携により構築されるシステムであることを前提としている。 

 

（3）学部教育改善委員会（Faculty Development Committee：FDC）の設置に関する提案 

UNTLではアドミニストレーションの組織が弱体であることも課題であるが、まずは教官に

よって組織されるFDCの機能を充実させることが重要だろう。ここで、想定されるFDCの機能

は以下のとおりである。 

 

1）評価システムの構築 

・ 教官同士の授業評価：教官としての最低限度の義務遂行が担保されるよう、教官同士の

授業方法の改善システムを構築すること。 

・ 学生による授業評価：教官はシラバスや講義ノートを作成し、講義の目的や習得すべき

課題について明確にし、定期的に学生からの授業評価の場を設け、授業への満足度を確

認すること。 

・ 外部からの評価：UNTLが東ティモールの工学系高等教育機関の最高学府として、地域・

企業から認識されるよう、外部との調査・研究機能を強化すること（併せて、調査・研

究機能の強化に向けては、各教官が自身の専攻を明確にし、地域社会への貢献に資する

調査・研究活動を実施することが重要である）。 

 

2）待遇改善 

・ 評価システムに基づく公平な給与体系の構築 

・ 評価システムに基づく留学順位の決定 

・ 研究資金からの給与の獲得システムの導入 

 

3）留学体制 

・ 教官の積極的な留学は、教官のレベルの向上に不可欠だが、その反面、留学期間中はUNTL

の教育研究力を低下させることを十分認識すること。 

・ 教官の留学計画をしっかりと立てて、残留した教官に授業負荷が偏ることや学生に対す

る授業が行われないこと等の問題が発生しないようにすること。 

 

4）学部・学科運営体制強化 

・ UNTLの教育基盤を支える運営体制の強化に向けて、教官同士が協議・検討する機会を設

けること。 

 

（4）更なる提言事項（Further Recommendation） 

今回の評価を通じて、UNTL工学部の強化を行ううえでは、教官個人の指導能力強化に加え

て、工学部の運営体制の強化の必要性も認識された。本調査実施に先立ち、UNTL工学部から

は本プロジェクトのフェーズⅡ実施の要望が出されており、JICAとしては本調査で顕在化した
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課題に対するカウンターパート自身の改善努力を見極めつつ、今後の協力を検討する必要があ

る。そのため、ミニッツにおける提言では、プロジェクトの残りの協力期間の中で、プロジェ

クトチームとUNTLカウンターパートとが取り組むべき課題に焦点を置いたが、将来的にUNTL

工学部が更に教育機関として発展をしていくうえで改善すべき課題についても抽出をし、調査

団より教育省大臣宛のレターとして送付している［付属資料3.参照］。主な提言内容は以下のと

おりである。 

1．工学部の予算、人材育成、施設修復、交通網整備に対する東ティモールの教育省のサポー

ト 

2．及び、UNTL工学部における、以下の改善事項の検討 

・ 調査・研究活動を基盤にした教育の高度化推進 

・ 地域社会での貢献に向けた工学部での活動PR、企業との産学連携、農学部との連携等 

・ 教官のキャリア開発システムの導入 

・ 学部教育改善委員会（Faculty Development Committee：FDC）の設置による教官の管理支

援体制の整備 

・ 学務・事務機能の強化を通じた予算管理や機材調達の積極的な推進 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ（Minutes of Meetings：M/M）  

 

２．評価グリッド（和文）  

 

３．Further Recommendation 
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